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不登校対策について（現状と対策）
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R6R5R4R3R2H31/R1H30H29H28H27
67.9 67.1 59.8 50.0 40.9 39.4 36.5 32.5 30.1 28.3 
54.50 54.17 43.00 37.90 35.82 32.91 31.14 24.68 26.19 24.39 
23.0 21.4 17.0 13.0 10.0 8.3 7.0 5.4 4.7 4.2 
13.50 9.65 8.10 6.70 5.75 4.59 2.78 3.07 2.82 2.87 



【児童生徒の悩み】
• 原因が分からないことへの混乱
• 人間関係への恐れ など

【家庭の悩み】
• 子育てについての不安、責任感
• 親子間のコミュニケーション など

【学校の悩み】
• 校内の支援体制
• 学びの場の提供 など





〈居場所づくり〉

大浦チャレンジホーム

植田チャレンジホーム

学習支援ルーム

〇 校外教育支援センター
（チャレンジホーム）６か所

〇 学習支援ルーム １か所

〇 ＳＳＲ ５か所
（スペシャルサポートルーム）

○ roomF
（メタバース空間にアバターで

参加できるオンライン教室）



〈相談・支援事業〉
〇 相談窓口の充実

（総合教育センター）

〇 児童生徒、家庭への支援

〇「Ｔｈｅ暖会」の実施（年３回）

〇「不登校支援ポータルサイト」

不登校支援ポータルサイト



いわき市総合教育センター
教育支援室

・発達障がいに関する相談
・不登校に関する相談 等
・必要に応じて心理検査の実施

〇 スクールカウンセラー（SC）
市配置12名、県配置21名

〇 スクールソーシャルワーカー（SSW）
市配置４名、県配置４名

〇 専門的教育相談員
医師：月１回（２件）
臨床心理士：月１回（訪問１校）

〇 教育相談スーパーバイザー
医師：月１回（２件）

医療機関等医
療
的
な
支
援
が

必
要
な
場
合

心のケア
家庭的な支援が必要な場合

〇 医療創生大学心理相談センター
教授・院生：年間180人想定

〈関係機関との連携〉



〈教員研修等〉

〇 生徒指導・不登校対策に関する研修
（６講座）

〇 特別支援教育に関する研修（９講座）
特別教育支援員対象の研修（年３回）

〇「不登校支援チーム」の学校訪問



〇 原因・背景の多様化による対応の個別

〇 居場所づくりの必要性

〇 支援する人材の不足

【不登校に関わる課題】



令和８年２月９日
こども家庭課

発達障がい児（者）の支援について



本市の現状

少子化が加速し、児童生徒数が減少する中、 特別な支援を要する児童生徒数が増加傾向にあり、特に、東日本大震災以降はその傾向が顕著となって
いる。
心理発達検査については、一定のニーズがある。

【子育てサポートセンター】年長児の支援対象者推移 【小学校】特別支援学級の状況

【中学校】特別支援学級の状況 【総合教育センター】心理発達件数の推移
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R5年度市全体の就学児童数2,392人に対する支援ケースの割合 9.4％

R7年度市全体の生徒数7,446人に対する支援ケースの割合 4.3％

R7年度市全体の児童数14,830人に対する支援ケースの割合 6.5％

H25→R7
該当児童数 3.8倍
学級数 3.0倍

H25→R7
該当生徒数 3.1倍(発達障がいの可能性がある生徒を含む場合3.9倍)

学級数 2.0倍



本市の発達障がい児（者）に対する支援体制図

発達支援事業

発達支援あそびの広場

訪問支援

来所相談

発達障がい児等

ペアレント・トレーニング事業

子育て応援プログラム
「子育てスキル講座」

ピアたっちくらす

こども発達支援連絡会議

こどもみらい部・保健福祉部

乳幼児健康診査

４か月

10か月

１歳６か月

３歳

保育所（園）・幼稚園・こども園

地区保健福祉センター

子育てサポートセンター

各種相談会等

乳幼児発達医療相談会
（医師・理学療法士・作業療法士・臨床心理士）

発音とことばの相談会
（言語聴覚士）

園児のためのこども発達相談会
（臨床心理士）

育ちをささえる学習会

発達学習会

専門職の

指導助言が必要

専門医療機関（３か所）・児童発達支援施設（49か所）・幼児のためのことばの教室（２か所） など

定期的な支援は

必要ないが、

状況確認が

必要な場合

手帳・特別児童扶養手当等

福祉サービスの提供

連携

要経過観察

市教育委員会 学校教育課

総合教育センター
教育支援室：指導主事５名・アドバイザー３名

市立小学校 59校

特別支援学級

通級指導

支援員配置
(配置が必要とされた学校のみ)

通級指導

教育支援
審議会

チャレンジ

ホーム

平 2名

大浦 1名

内郷 1名

小名浜 1名

磐崎 1名

植田 1名

週3回

非常勤指導員を配置

教育相談

相談員を

8名を配置

常勤1名

非常勤7名

子ども健康

教育相談

＜面接相談＞

すこやか

教育相談

＜電話相談＞

心理発達検査

専門的教育相談

＜面接相談＞

小児科医

臨床心理士

こころのケア

連携事業

＜面接相談＞

医療創生大学

心理相談センター

臨床心理士
による面接相談

心の教室相談

カウンセラー1名

(臨床心理士) 

相談員 4名

市SC

23校に配置

県緊急SC

20校に配置

出かける支援

SSW派遣(平・小名浜地区以外)

相談支援

校内研修支援

SSW派遣(平・小名浜地区)
特別支援教育に係る研修の開催

特別支援教育の指導充実

(支援学級新担任ｻﾎﾟｰﾄ訪問、
学校訪問支援 等)

特別支援

委員会

学校教育に関わる課題の共有

学習支援ルーム 指導員1名

LITALICO
教育ソフトまなびプラン

県立特別支援学校

＜小学部＞

いわき・平・聴覚支援

県立特別支援学校

＜中等部＞

いわき・平

いわきっ子入学支援

（保幼小連携）システム

就学前相談

県教育委員会

県立高校

県立特別支援学校

＜高等部＞

県緊急

ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

（SSW）

地域支援体制
整備事業

いわき教育事務所

特別支援教育

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

県緊急

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ

（SC）

小学校 20校

中学校 34校

４名

教育事務所に配置

いわき支援学校
（知的）

平支援学校

（肢体不自由）

いわき支援学校

くぼた校

（知的）

聴覚支援平校

（聴覚）

市立中学校 34校

支援員配置
(配置が必要とされた学校のみ)

特別支援学級

県緊急SC

34校に配置

＜保健指導・育児支援＞

１か月

健康係

の支援

家庭支援や
定期的な支援が

必要な場合

継続支援

母子健康相談

連携

連携

情報共有

放課後デイサービス

全校に配置

居場所づくり
事業

勿来

いわき翠の杜

２校

① 乳幼児期 ② 学齢期 ③ 高等学校

いわき支援学校

（知的）

平支援学校

（肢体不自由）

いわき支援学校

くぼた校

（知的）

個別支援教育

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

２校に配置

勿来

いわき翠の杜



発達障がいの子どもと保護者の悩み

① 乳幼児期 ② 学齢期 ④ 成人期

・育児問題
・母の就労
・保育園、幼稚園入園
・療育機関
・次子出産
・就学準備

・学校（特別支援学校）
・放課後等デイサービス
・定期的なアセスメント
・進学準備

・学校（特別支援学校）
・放課後等デイサービス
・定期的なアセスメント
・きょうだい支援
・進学、就労移行準備

・加齢に伴うサービス変更
・生活介護事業所等
・介護者（家族）の高齢化
・親亡き後の生活設計

・進学
・学校でのトラブル
・反抗期
・人生設計、進路決定
・各機関との連携
・療育を受ける

・就労
・就労支援
・職業訓練
・職場でのトラブル
・人生設計
・独立した生活
・各機関との連携

・入園
・園でのトラブル
・情報収集
・セルフチェック
・相談
・医療機関の受診
・療育を受ける

・入学
・学校でのトラブル
・学習障害の顕在化
・他課題の浮き彫り
・各機関との連携
・療育を受ける

③ 高等学校

学童期 成年期０～６歳 ７～12歳 13～18歳 19歳～

子育てサポートセンター
市教育委員会
総合教育センター

県教育委員会
いわき教育事務所

障がい福祉課

総合教育会議で取り上げたライフステージ

相談
窓口



総合教育会議で明らかになった本市の課題

行政・関係機関間の連携不足による
包括的・一貫した支援体制の未確立

医師・臨床心理士等の専門人材の
不足と支援体制のキャパシティ不足

教育現場における、支援を必要と
する児童生徒に対する共通理解と、
特別支援教育を専門とする人材の育成。

ライフステージ移行支援の不十分さ≫

≫

≫

≫

行政や関係機関の連携が縦割りになっており、情報共有が不足
しているため、子どもたちのライフステージ全体を通じた一貫し
た支援体制が構築できていない。

心理検査を行う専門家が不足しており、必要な支援がタイム
リーに受けられない状況にある。
療育機関の定員も不足している。

特別支援学級の増加により、専門的な知識やスキルをもつ教職
員の必要性が高まっているが教育現場での人材育成には時間
を要する。

高校卒業後の就職や進学といった次の段階へ円滑に移行するため
の支援や情報共有が確立されておらず、子どもたちが社会に出て
から困難に直面するリスクが高い。 ≫
近年求められているニューロダイバーシティという考えを取り入れた「生きやすい」まちへ

➊

➋

➌

➍



支援体制構築に向けた今後の対応

➢目的

現場レベルでの課題を共有し、実効性のある連携体制の構築を検討。

➢具体的な対応

関係する課の担当者ベースでの検討を進める

⇒ 定期的な打ち合わせを実施する機会を設定（児童療育支援連携強化ワーキンググループを想定）

１ 関係課担当者による定期的な検討会の実施

➢目的

重複業務や情報伝達のボトルネックを特定し、標準化・共通化を推進。

➢具体的な対応

⑴ 現状の支援プロセスにおける「支援開始」「情報共有」「引継ぎ」などの連携業務の可視化

⑵ 連携業務の洗い出しとその課題の特定、対応策の検討

⑶ 課題解決の理想形：「共通シート」の作成

「発達障がい児支援センター」などワンストップの窓口・相談支援体制の整備検討

２ 連携業務の洗い出しと課題・対応策の検討


